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教材備品整備事業 単 市 81
定時制高等学校教育振興事業 Ａ

多様なニーズや目的を持った生徒に対応し 生徒の特性に応じたきめ細かな教育を提供するために ソフト・ハードの

全国大会出場補助事業 単 市 44
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政策の体系
基本目標（大項目） 地域文化と人が輝くまちづくり 定時制高等学校管理運営事業 5,237 0.70
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氏名 竹中史朗
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県高等学校教育研究会負担金事務

県教頭会費事務

平成19年度 平成20年度 平成21年度

☆☆☆ 経常的0.00 0 10 0.000
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教科書給与補助事業

0.00

定時制高等学校運営支援事業

校内研修支援事業 単 市

0単 市 0.00343 0(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

0 0.00

0.00高等学校体育連盟負担金事務

義務的0.00 70 0 0.00
☆ 義務的1 0 0.00
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0.00
③ 特色ある学校づくりの推進 定時制高等学校教育振興会負担金事務 単 市

施策展開 個に応じた教育の充実 全国高等学校給食研究協議会分担金事務 単 市

☆☆ 義務的0.00 3 0 0.002 0

0.00 0 0

単 市 1 0 0.00
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☆ 義務的全国教頭会費事務 単 市 5 0 0.00 5 0 0.00
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義務的9 0 0.00 68 0 0 0.000.00②
片上高等学校が担ってきた「勤労青年に対して高等学校教育を施す」という役割は、次第に薄れてきている現状があ
る。近年、入学者数は増加傾向にあるが、中途退学者の割合も増加傾向にある。多様な教育的ニーズをもつ生徒を受
け入れてきているが、中途退学者の減が課題である。そのため、生徒一人一人に応じたきめ細やかで多様な教育を提
供するとともに、教育環境を整備する等、学校へ人的・物的支援を行う必要がある。

全国定通校長会費事務 単 市

現況と課題 全国定時制通信制高等学校長定通部会会費事務 単 市

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

県高等学校定時制通信制教頭協会費事務 単 市
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(誰のために、何の
ために)

就学奨励事業

0多様なニーズや目的を持った生徒に対応し、生徒の特性に応じたきめ細かな教育を提供するために、ソフト・ハードの
両面での教育環境の充実を図る。

④市民意識調査による施策の重要度・満足度

市内生徒の占める割合が低くなっている状況・厳しい財政状況の中 教育内容を充実させるための思い切った事業を打ち出す

調査対象でない施策
は、市民の反応等

調査結果に対するコメント、
市民の反応等 全校生徒に占める市内の在学生の割合が低くなっている。市民の関心も高いとはいえないが、東備地域唯一の夜間定時制高

校として大きな役割を果たしている。

1
＜成果指標の妥当性＞
施策の目的・成果を表現している
か？

4

＜事業構成の適当性＞ 3

「定員充足数」は就学意思を有する者の需要と充足数を表す指標として、「入学時生徒数に対する卒業時生徒数の割合」は苦
学して卒業という成果を成し遂げた者の割合を示しており、妥当性がある。

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）
項　　　目 評価

5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

H20 H21 0.71

実施主体

平成19年度 平成20年度

13,402 6,229

新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

0.908,008

平成21年度

0.84

満足度（%）

14,76814,332

重要度（%）

5,345
この施策に費やした資源（単位：千円，人）
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⑧ 施策の評価

⑦ ⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度 満足度

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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1,000

103.3 719.0 H28 1,000

－

在校生一人当たりの図書費・教材備品

－

1,271 1,313

氏名

実績 1,271 1,313 9,441 H23

達成率 48.6

参
考
指
標
②

在校生一人当たりの図書費・教
材備品

目標 2,614 H22 1,170 役職

ベンチマーク

教育次長

－
基本施策への

貢献度

3 中立
竹中　史朗

－

85.0
二次評価者コメント

定時制高等学校に対するニーズは全県的に高まっており、東備地域において不可欠な事業である。施設面・人的な面
で大きな改善は困難であるが、指導面での充実を引き続き図り、生徒にとって魅力のある学校経営をめざす。

85.0 85.0

卒業者数/入学時生徒数

H22

47.0 53.0 H23

55.3 62.4 H28

参
考
指
標
①

入学時生徒数に対する卒業時
生徒数の割合

目標 85.0

実績 50.0

達成率 58.8

ベンチマーク

定時制高等学校に対するニーズは全県的に高まっており、東備地域において不可欠な事業。施設面・人的な面で大きな改善は困難で
あるが、指導面での充実を引き続き図り、生徒にとって魅力のある学校経営をめざす。

－ －

翌年度（H23年度）取組目標85.0

85.0

70.0達成率 100.0 103.2 103.1 H28

60.0 60.0

在籍者数/学校定員数実績 60.0 61.9 61.9
成
果
指
標

定員充足数

目標 60.0

ベンチマーク

成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標値

60.0
本年度（H22年度）取組内容

（課 題 解 決 状 況）
H23 65.0

H19 H20 H21
施策に対する成果指標名

単
位

過年度実績 評価年度

市内生徒の占める割合が低くなっている状況・厳しい財政状況の中、教育内容を充実させるための思い切った事業を打ち出す
ことができていない。

H22 昨年度は、理科教育設備国庫補助、学校ICTにより学校施設整備が図られた。本年度からは高校授業料無償化により生徒の授業料支
払負担がなくなった。より学びやすい環境となりつつある。本年度は、生徒にとって学びがいのある学校を提供していくため、部活動や
生徒会活動の充実をはかり仲間意識を高め、中途退学者減につとめる。

3
＜施策の有効性＞
指標分析、評価年度･ 中長期の
達成見込みは？

3 入学希望者は増加しているが、依然として中途で就学を断念するケースも増えている。昨年度の卒業者で大学へ進学したケー
スもある。可能な限り人的・物的支援を増やし、個別ケースについての支援の必要がある。

2
＜事業構成の適当性＞
手段は最適か？ 3

⑤ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
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－

達成率
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実績
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標
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② ベンチマ ク

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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